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発刊にあたって

発刊にあたって

　司法書士は、「くらしの法律家」として、これまで多重債務問題に取り組

んできた。本書の前身となる『クレサラ・ヤミ金事件処理の手引』の初版を

発刊した平成15年 ８ 月から現在までの間には、破産法、司法書士法、貸金業

法などの改正法が成立・施行され、政府においては多重債務問題を社会問題

として解決すべく「多重債務問題改善プログラム」が策定されるなど、債務

整理の実務を取り巻く環境は大きく変化し続けてきた。

　上記の貸金業法の施行（平成22年 ６ 月の完全施行）において導入された総量

規制により貸金業者からの借入額に制限がかけられたことや、司法書士をは

じめとする専門家がこの問題に取り組んできたことにより、自己破産件数や

生活経済問題を動機とする自殺者数は大幅に減少したものの、最近では、銀

行のカードローンが増加の一途をたどり、減少していた自己破産件数は再び

増加し始めた。また、非正規雇用は増加し続けており、債務整理を行っても

生活が成り立たない依頼者もいることから、われわれ司法書士には、生活保

護制度をはじめとする依頼者の生活を再建するための多方面の知識を得るこ

とや、他団体と連携をしていくことがますます重要となってきている。

　債務整理は依頼者が生活再建へ向かう第一歩であり、終わりではない。多

重債務問題に取り組む専門家である司法書士として、依頼者の生活再建を支

援するため本書を有効に活用し、一人でも多くの市民の生活再建に貢献する

ことを願ってやまない。

　平成29年10月

� 日本司法書士会連合会会長　今川　嘉典
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はしがき

は　し　が　き

　貸金業規制法の改正により貸金業法が施行（平成19年12月の第 ３次施行）さ

れてから10年が経過しようとしている。これまでの債務整理の実務では、過

払金の回収や、以前の高金利での借入れについての返済がなくなることで債

務整理をすれば生活再建ができることも多くあった。現在では、貸金業者の

廃業や倒産により過払金の回収ができなかったり、非正規雇用の増加により

収入だけで生活が維持できずに借入れをしている依頼者など、債務整理をす

るのみでは生活再建ができないこともあり、支援者である司法書士に必要と

される知識はこれまで以上に増加している。

　本書は、平成15年 ８ 月に出版された『クレサラ・ヤミ金事件処理の手引』

を全面改訂し、これから多重債務問題に取り組む司法書士が実務の流れを学

習し、単に多重債務事件を処理するだけではなく、依頼者の生活再建支援に

あたって必要となる社会保障制度の解説を盛り込んだ。さらに、奨学金問題

や時効にかかった債権の請求の問題など、これまでになかった論点について

も加筆した。

　各手続についての詳細な解説をした書籍は数多くあるため、手続について

の詳述は避け、司法書士の代理権の範囲や裁判所提出書類作成業務の範囲に

ついて、裁判上で争われ、すでに裁判所の判断が確定しているものがあるこ

とから、これらの判断に従って適切に事件処理にあたれるよう実務に必要な

書式も収録しているので、これまでクレサラ・ヤミ金事件処理を行ってきた

司法書士にも執務あり方について再確認ができる内容となっている。

　「くらしの法律家」であるわれわれ司法書士が、日々市民の声を聴く法律

家として、債務整理の手続にとどまらず生活再建の専門家となるべく、本書

が活用されることを期待するものである。

　平成29年 ７ 月

� 日本司法書士会連合会多重債務問題対策委員会　
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第３章　債務整理手続の流れと実務上の留意点

Ⅰ　任意整理による債務整理

１ 　概　要

　多重債務の任意整理にあっては既払金の利息制限法への引直し、過払金の

回収、和解案の策定、債権額の減額交渉などを複数の債権者と交渉する必要

があり、作業的にも精神的にも大きな負担を強いられる。しかし、交渉窓口

として、債権者公平の理念と債務者再生の達成を常に心がけるべきである。

任意整理の効果は特定調停に相似するが、次の①～④の点において、特定調

停よりも債務者に有利な効果をあげることができる。

　①�　債務名義化しない　　任意整理における和解契約は債務名義化しない。

　②�　損害金のカット　　特定調停では、期限の利益喪失後、調停成立時ま

での遅延損害金を債権額として認定する取扱いが多く行われている。し

かし、任意整理であれば遅延損害金の一律カットの交渉も可能である。

　③�　過払い金の回収　　過払金も同時に、または先行して回収できる特定

調停では過払金の回収は一般的に行われないが、任意整理であれば過払

金を回収して他の債務に充当することが可能である。取引履歴が速やか

に判明し、過払金の額が早期に確定した場合は、残債務の弁済の和解交

渉と同時に、または先行して過払金の回収を図るべきである。

　④�　元本カット　　特定調停において元本カットの取扱いは稀であるが、

任意整理では、民事再生の最低弁済基準等を勘案しながら、元本カット

の交渉も検討すべきである。実際の交渉例においては、一部の信販業者

は、支払回数にもよるが、 ２割から ３割の元本カットに応じてくれるこ

ともあり、場合によっては最大で半額程度の元本カットに応じた事例も

あるが、貸金業者は、ほとんど応じないことが多い。

２ 　説明すべき事項

　任意整理を進めるにあたって、依頼者に説明すべき事項は、おおむね次の
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⑴～⑿のとおりである。

⑴　任意整理の概要

⑵　任意整理の方針

⑶　特定調停の利用

⑷　予想される手続期間

⑸　開示請求の意義

⑹　和解金の弁済代行

⑺　和解金の支払遅滞による期限の利益喪失

⑻　任意整理から破産・民事再生への移行の可能性

⑼　過払金の可能性と交渉の方針

⑽　過払金の管理

⑾　過払金返還請求訴訟提起の可能性

⑿　報酬等

⑴　任意整理の概要

　具体的には、①司法書士が代理人となって債権者と交渉すること、②交渉

の行方によっては必ずしも和解案がまとまるとは限らないこと、③特定調停

と比較した場合のメリット・デメリット（前記 １参照）などを説明する。

⑵　任意整理の方針

　具体的には、①債権調査および利息制限法に基づく引直計算によって返済

総額を確定させること、②その結果をみたうえで債権者ごとの和解案を検討

すること、③債権者が非協力的であることから和解が困難な場合には代理手

続を中止したうえで、裁判書類作成関係業務として、破産や個人再生の裁判

手続をとることがあることなどを説明する。

⑶　特定調停の利用

　債務額が140万円を超えることとなった場合は、特定調停を利用すること

があることなどを説明する。
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⑷　予想される手続期間　

　具体的には、①債権者によって対応に差があると考えられ、手続期間も債

権者ごとに異なること、②取引履歴を開示するのに、 １カ月程度もしくはそ

れ以上要する場合があること、③その後、和解交渉の期間が必要になってく

ることなどを説明する。

⑸　開示請求の意義

　利息制限法とみなし弁済（旧貸金業法43条）の適用について説明して、利

息制限法に基づいた引直計算をするために取引履歴の把握が不可欠であるこ

とを伝える。

⑹　和解金の弁済代行

　和解成立後の和解金を司法書士が代行して弁済するのかどうかを検討し、

代行する場合は、その入金方法・時期なども決めておく。

⑺　和解金の支払遅滞による期限の利益喪失

　具体的には、①一定回数もしくは一定額の和解金支払遅滞があった場合、

通常は期限の利益喪失条項によって期限の利益を失うこと、②その場合、依

頼者にどのような不利益があるか、また、どのような対処が可能かを説明す

る。

⑻　任意整理から破産・民事再生への移行の可能性

　たとえば、手続中に債務者が職を失ったり、収入が減少するなど、状況の

変化によっては任意整理が困難もしくは不可能となり、その結果、破産や民

事再生への移行を検討すべき場合も生じることを説明する。

⑼　過払金の可能性と交渉の方針　

　債権調査および任意整理の過程で過払金の存在が判明した場合、原則とし

てその返還を求めることになることを説明する。

⑽　過払金の管理

　具体的には、①過払金が債権者から返還される場合、司法書士が代理人と

して受領するかどうか、②過払金の返還を受けた場合には、それを弁済原資

として他の債務の整理を行うことを説明する。
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⑾　過払金返還請求訴訟提起の可能性

　任意に過払金を返還しない債権者に対しては、訴訟を提起することがある

ことを説明する。

⑿　報酬等　

　司法書士法施行規則22条の規定に則った着手金、成功報酬、実費の計算方

法、支払方法について説明する。

３ 　手続の大まかな流れ

　任意整理の手続の大まかな流れは、〔図 ３〕のとおりである（基本事項と事
務上の留意点は後記 ４⑴～⑹参照）。
〔図 ３〕　任意整理の手続の大まかな流れ
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４ 　基本事項と実務上の留意点

⑴　債務額の確定

　利息制限法に基づく引直計算については前述したが、債務額の確定は、原

則として、①当初の取引からの計算によること、②取引経過途中における遅

延損害金の扱いについて期限の利益再度付与の理論を徹底すること、③確定

債務額は残元本のみとし、遅延損害金は付さないこと、④将来利息は付さな

いことという基準に基づくように留意すべきである。

　このような基準に関し、日司連では、平成16年 ６ 月に開催された日司連定

時総会（第65回）において、司法書士による任意整理の統一基準（［DATA13］

参照）を決議した。司法書士が任意整理をする際には、この基準を遵守すべ

きである。なお、最近では一括払い以外の支払方法では和解しないという対

応をする貸金業者が見受けられるが、債務者はこれまでの支払いが不可能と

なったために債務整理を依頼してきたものであり、司法書士として債務者の

生活を点検し、無駄な出費を切り詰めて支払原資を確保していることを伝え、

債務者の経済的再生のためにも分割払いの方法で和解するよう粘り強く訴え

て交渉すべきである。

⑵　履行可能性のチェック

　任意整理にあたっては、利息制限法に基づく利息に引き直しても債務が残

ることが受任の段階で予想される場合には、早期に弁済原資の確認を行い、

履行可能性のチェックをするべきである。履行の可能性のない弁済の和解案

を作成・成立させることは、法律家としてすべきことではない。

　弁済原資が月々の収入のみの場合は、同居の家族を含めた毎月の家計表を

作成のうえ、必要に応じて家族とも面談するなどして、月々の弁済可能額を

確認する作業が必要である。しかし、債務者が家計表を作成する際には、予

想される支出を甘く見込む傾向にあり、この家計表から月々の弁済可能額に

基づく弁済計画案を作成すると、せっかく和解した分割弁済が中途で頓挫す

る可能性が高いことが考えられる。そのため、債務整理を受任して、全債権
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者から全取引履歴の開示を受け、債務額を確定するまでの間に債務者が得た

収入の中の月々の弁済可能額を毎月本人の銀行口座へ入金するまたは司法書

士が預かるようにして、履行可能性のチェックをすることも必要である。こ

のようなシミュレーションをして、実際の弁済可能額に基づく和解案を作成

するべきである。また、このように指示しても弁済可能額を預けない債務者

は、和解案どおりの分割弁済が不可能なことが多いので、分割弁済の和解を

勧めるべきではなく、他の債務整理方法を検討する必要がある。また、他の

債務整理方法に協力しない場合には、代理人を辞任し、債務整理を終了する

ことも考えられる。

⑶　過払金の回収

　利息制限法による再計算を行った結果、過払金が発生していることが判明

した場合には当該過払金の回収に努める必要がある（過払金返還請求書は【書

式 ９】参照）。過払金が回収できれば、当該業者の債務が消滅するばかりか、

過払金を他の債務の弁済に充当することが可能であり、二重の効果をもたら

すことになる。したがって、過払金の回収は原則として和解案の策定前に

行っておく必要がある。

　過払金の返還請求額は、過払額元金および法定利息の全額である。それは、

過払額を算出する過程ですでに利息制限法所定の利息を付しているものであ

り、安易な過払額カットは利息制限法を超える利息を容易に認めてしまうこ

とになるからである。また、いったん安易な過払額カットの妥協をしてしま

うと、次回からの交渉や他の司法書士や弁護士の交渉に悪影響を及ぼすこと

にもなる。

　過払金の返還請求に応じない場合は、訴訟により債務名義化することで最

終的には強制執行手続による全額回収を図ることができる等のメリット、業

者の不毛な主張や控訴による訴訟の引き延ばしにより、回収時期が大幅に遅

れる可能性や債務名義化しても必ずしも回収できるものではないというデメ

リット等を説明し、依頼者の意思を確認したうえで、訴訟を提起し、法定利

息および訴訟費用を全額請求すべきである。
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者法ニュース79号126頁以下

三田　委永（みた・もとひさ）

略　歴　平成17年司法書士登録（愛知県司法書士会）、全国青年司法書士協議会消
費者問題対策委員会委員長、愛知県司法書士会消費者問題対策委員会委員、愛知
県司法書士会理事を経て、日本司法書士会連合会多重債務問題対策委員会委員

田端　克彦（たばた・かつひこ）

略　歴　平成22年司法書士登録（群馬司法書士会。平成26年埼玉司法書士会に登録
変更）、群馬司法書士会消費者問題委員会委員長を経て，日本司法書士会連合会
多重債務問題対策委員会委員
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